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「ベトナム社会主義共和国J(Nuoc Cong Hoa Xa 


































































































































































































ア経済研究所動向分析資料 1977年 3月） 15～27ベ
ーγ 。〔非売，'i,)
Ct主2〕 NhanDan, 30 Jul., 1976.向上書 62～
65へージ参照。
（注 3）しeDuan，“Toan dan Doan ket xay dung 
To quoc Viet-nam thong nhat xa hoi chu nghia” 
（「わが全人L¥'.i毘結して社会主義の統一した組問ベト




pp. 24 46. （これにはフランス語言〈がある。 LaRe-
publique Socialiste du Vietnam, Structure et 
Fondements, Hanoi, 1976, 77 pp.) 
( /l4) Hoc Tap, Thang 7 Nam 1976, pp. 76 
77. 
（注5) Lacouture, Jean, ＇‘Faut-il vider Saigon？” 
Nouvel Observateur, No. 633, 27 Dec., 1976-2 Jan., 
1977, p. 33. 
〔注6〕 1975年までの労働党（＝共産党〕史につい
ては，下記諸文献参照。 Commissiond’etude de l’his-
toirn du Parti des Travailleurs du Viet-Nam, Breve 
Histoire du Parti des Travailleurs du Viet-Nam 
(1930-1975), Hanoi, 1976, 175 p.；’l'urner, R. F., 
Vietnamese Communism, Its Origin and Develo1ト
ment, Stanford, 1975, 517 p. 
（注7) 『ベ「ナム社会主義共和国重要資料』 66～
71ベージ参照。
（注8) Takahashi, T.，“ Political Leadership in 
Indochina 1964-74，” Deιveloping Emnomies,Vol. 





































































































































































































































































































































































































































































































































































（注 1) Hoc Tap, Thang 7 Nam 1976, p. 29. 
（注2) Le Duan“Bao Cao Chinh Tri cua Ban 
chap hang trung uong Bang ”（「党中央執行委員三て
政治報告」〕， HocTap, Than誌 12Nam 1976, PP. 
37-121. 
（注3〕 HοcTap, Thang 12 Nam 1976, pp. 62-










における｜て地所有と社会1華街Ys:一 （『京市アンア／1H'ir.. 1 
1:i巻 2,;- 1975年 9｝） 〕参照。
(IL 8 ) Pham Van Don仏“Phuon耳 huong,;¥!hi-
em vu va l¥1uc tieu chu yeu cua Kc hoach Nam 
nam 1976-1980”（「1976～801'-5カ年sト問の H!kりj1t, 




（注 9) Nayan Chanda, “V犯行mm Economy : 
New Prioriti制 J’FarEastern F,conomir Revi円 U
（以下 FEERと附記する）， 19 Nov., 1976., pp. 40-
41. 






























































































































































































































































































































































































（出所〕（1) Le Thanh Nghi，“ Phuong huong, Nhiem 
vu va Muc tien cua Ke hoach Nha nuoc Nam 









































































































































































（け 1) Le Thanl】 Nghi，“Phuonghuong, Nhiem 
vu va Muc tieu cua Ke hoach Nha nuoc Nam 1977” 
（「1977年間家計画のブYI白］，任務および百棟J）， λ＇han
Dan, 13--14 Jan., 1977.邦訳が下記IC見える。 『ベト
ナムの第 2次 5カ年計画（1976～80年〉と 1977年の医
家計画の内容』日本貿易振興会 1977年 3J 43～112 
Pえーー：ン。
（注2〕 Time,20 Feb., 1977. 
(tU〕 『日本経済新聞』 1977年 8Jll7f10
（花 4) 同l：記事。
（注 5) 』賜『ベトナムの第2次 5カ年計画（1976
～80年〉と1977年の阿波計画の内容』 s1ノくージ。
(it 6) 同上書 65ベージ。
（注 7〕 『日本経済新聞』 1977年 8)ll7Do
（注8〕 『朝日新聞』 1977年8月初日。
(i'l.: 9〕 畑幸手（真保？間一郎氏との共著） 『東南アシ
アの価値体系日ベ lナム』現代アジ γ出版会 1972 
年 227～235ベージ。









ス」 （『朝日新聞』 1977年 6月18日〉参照。









































































































































（注 1) Hoc Tap, Thang 4 Nam 1976, pp. 43-44. 
(ttz〕 λThanDan, 18 Aug., 1976. 
（注3〕 FEER,24 Sep., 1976. 
（注4〕 LeMonde, 12-13, Dec., 1976. 
ベトナム ICおける内政・外受の現状と課題
（注5〕 『通商弘報』 1977年2月1日号。
（注6) Nayan Chanda，“Vietnam Opens the 



























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































インドシナ情勢」 （『アジア・レピュ 』 25η 1976 
年3月1司） 115ベージ。
〈注3) J世i稿「カンボγアにおけるベトナム人問題
の現状と摩史的背長」（『アνア経済』 12：＂はり 1971 
年2月）参照。
（注4) 『朝日新聞』 1977年7J 19日。
（注5) 『日本経済新！主｛』 1977年8月17日。
（注6〕 NhanD仰， GJul. 1976. 
（注7) New York Times, 1 /¥fay, 1977. 
〔注8〕 近年のインドシナとAS1'；へNとの関係につ
いて考察したものに，次のものがある。岩本佑二郎，
缶、 ll弘行「ASEAN•イ〆 i シナ関係の展開」 ( !;'[,I 
際問題』 206号 1977年5月） 29～41ページ。
( lt9) 『朝日新i品i』1977年4JJ29[l。
(IUO) 『日本経済新Il!』1977年7Jl 30 [lo 
（注11〕 『朝［］新聞』 1977年8月1no 
（注12) Franc;ois Nivolon，“九，fore Francs for 
Vietnam，” FEER. (20 May, 1977), pp. 77-78. 





戸合衆国は，その伝統的なi政策にしたがって，ベト :t・ J, 
民主共和国およびインドシナ全域の戦争の傷跡の問復
ならびに戦後の再建IC寄与1るJ2ニ記されている。
Turner, R. F., Vietnamese Communism, Its Ori-
gins a11d [)eveloJ>me官t,Stanford, 1975, p. 465. Cf. 
Institut des Sciences Juridiques, L’Accord de Pa門・s
SUI・leγietnam,Problemes Juridiques Fondamen-
taux, Hanoi, 197:l, p. 316. 
（注15) 『毎日新聞』 1977年7月9日。
（注16) 『朝刊新聞』 1977年5月白日およ U7 ); 21 
目。
（注17) ハノイ紋送1977年7月βH （「 •Wi 1新聞』
77年7月16日所引）。
（注18) Quan Doi Nhan Dan, 16 Dec., 1975. 
（注19) 『朝［I新聞』 1977年4Jl29日。




（‘i.22）『判 I新IJl:I』1977{j8 Jlllllo 
おわりに
東南アジア諸民族のうちで，際立つてよく働き，
頭の回転が速く，手先が器用で手際のよい仕事を
するのは，ベトナム人である。雑草のように生活
力が旺盛で行動的であり，パイタリティーに富むG
－一一これはベト十ム人に対して外部観察者から寄
せられる一致した評価である。
長期間にわたる戦火の破壊と流血を超えて，ょ
うやく祖国の平和と民族自決権を再獲得した1973
年 l月28Aのベトナム停戦発効日以後の北部ベト
ナムにおける，さらには1975年4月初日のサイゴ
ン陥落による南部ベトナムの解放達成以後2年有
余のベトナム全土における，力強い復興・発展の
足音に，われわれはベトナム民族の旺盛なエネノレ
ギーを思い知らされる。外国侵略勢力に対する抵
抗とそれに打ち勝つた後での美しい国土の建設は
ベトナム民族の輝かしい伝統となっており，今回
の復興・発展もその延長線上に位置づけられよう。
故ホー・チ・ミン大統領の路線にしたがって自
力更生を原則としつつ，現実に即した柔軟な外交
政策をも採用して，ベトナムは国土再建と民族社
会主義ともいえる独自の社会主義社会の建設を進
めているのである。もちろん，その過程において，
現在のベトナムには，経済的基盤としての農業の
不振，南部ベトナムの社会主義改造のおくれの問
題などを中心とする内政面において，あるいは対
隣国関係，対米関係正常化の停滞とヤった外交面
において，多くの解決すべき困難と課題を抱えて
いることは，上述においても触れたとおりである。
しかし，原則にはあくまでも忠実に，しかも実際
面ではきわめて現実的で柔軟な態度の適用によっ
ベトナムにおける内政・外交の現状と課題
て諮問難をねばり強く解決して行くというベトナ
ム民族の，歴史的伝統に支えられたすぐれた資買
を知る者にとっては，現在のベトナムを取り巻く
内外の諸困難もベトナム民族の努力によって必ず
や近い将来に解決され，あるいはやがて明るヤ展
望が開けて来るとの希望的観測を抱かせるに十分
である。
へトナムが今後の東南アジアでどのような地位
を占め，どんな役割を果たすかを考えるに際して，
そのすぐれた民族的資質と豊かな自然資源は強力
な武器といえ，その力は念願の南北両ベトナムの
統ーによって今後最大限に発揮されるものとみら
れる。彼らのすぐれた生活力，経済力やバイタリ
ティーをじかに肌で感じられる東南アジアの隣接
諸民族が伝統的にベトナムに対して驚くほどの恐
怖感，警戒心を抱ヤてきた複雑な感情も，こうし
た事情を考えるとき，首肯しうるものとなろう。
アジアの一員としての日本がこうしたベトナム
に今後どのように関わるべきであろうか。東南ア
ジア全域の平和と現地一般民衆の生活水準の向上
に寄与するとU、う基本視点に立って，非軍事的か
っ脱エコノミック・アニマルの立場で，平等互恵の
原則を維持しつつこの国との友好，協力関係を進
めることが何よりも重要だと考えられる。その際，
稲作という共通の文化的基盤をもち，各々民族的
独自性を発揮しつつも，ともに基本的には中国文
明の影響下に出家的・民族的発裂をとげてきたと
L寸歴史の共通性をも併せもつことは，今後のわ
が国とベトナム両民族の聞における相互理解と協
力の推進にあたって，大きな支えになるものと思
われる。同時に，われわれは第 2次大戦末期， n
軍占領下のベトナムで 200万の餓死者を出したと
いう歴史的事実をも忘れてはならないであろう。
（調査研究υ仁川任説査研究LU
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